

富山県第５期障害福祉計画（第１期障害児福祉計画）（素案）に対する
意見の概要及び県の考え
Ⅱ　平成32年度の数値目標の設定

２　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
	内容（要旨）
	県の考え方

	① 精神障害者について、下記①、②、③の人数
を明示してほしい。

①治療を受けている人数

②治療を受けていない人数（推定値）

③訪問支援を必要とする人数（推定値）


	①の「治療を受けている人数」については、本計画8ページに記載がある「精神科病院入院患者数」及び「公費負担通院患者数」が相当すると考えております。

②及び③については、県として正確な推計を行うこと難しいため、本計画への記載は困難です。



Ⅱ　平成32年度の数値目標の設定
２　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
Ⅲ　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策

２　指定障害福祉サービス等の見込量の確保のための方策


（１）地域移行の推進と地域生活の支援

	内容（要旨）
	県の考え方

	② （１）既存の事業者の連携支援体制を確保しても問題の根本的解決にならない。

（２）成果目標が協議の場の設置では、問題の解決にならない。

当事者とその家族の住まいを訪問し、　平等の立場でともに問題の解決にあたる支援を行うための組織を確立してほしい。

必要な多職種の人材に関する現状と目標値（職種別人数）を明示をしてほしい。

支援人材の育成プログラムについて数値目標とロードマップを明示してほしい。
	障害を抱えながらも安心して地域生活が継続できるような支援体制を整備することを目的として、心の健康センターに「精神障害者アウトリーチチーム」を設置し、複雑困難事例について、各圏域と連携しながら支援を行っております。また、専門的なアドバイザーが地域の保健、医療、福祉関係者に対して支援を行い、精神障害者の地域移行を進めるための支援体制を整備してまいります。
なお、協議の場を成果目標とすることについては、国の指針に基づいているものです。

また、訪問時の具体的な対応については、個別事例における本人の病状や、本人をとりまく環境などによって異なるため、支援の内容等について一概に説明することは困難ですが、引き続き、多職種（医師、看護師、保健師、相談支援専門員、ピア・フレンズなど）チームによる訪問支援により必要な精神医療・福祉サービスにつなげ、精神障害者本人や家族が安心して地域生活が継続できるような支援体制を整備するよう努めます。

	③ 訪問支援のロードマップ、支援組織、支援の職種別人数等を明示してほしい。

①精神障害者家族への相談支援のための事業について

②精神科病院に長期間入院している精神障害者が地域生活へ移行できる支援。

③多職種チームによる訪問支援体制の整備
	


Ⅱ　平成32年度の数値目標の設定
３　地域生活支援拠点等の整備

	内容（要旨）
	県の考え方

	④ 国においては、「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念のもとに、市町村が、分野を超えて地域生活課題について相談、連絡調整等を行う「包括的な支援体制づくり」などについて、計画策定を努力義務化して推進することとしています。
精神障害や医療的ケア児に関しては、包括的な支援体制の構築の記載があるものの、知的障害などその他の障害に関しては、盛り込みがありません。
地域での緊急時の受入や２４時間相談対応できるよう、地域生活支援拠点と地域包括支援センター等との連携、障害福祉サービスと介護保険との連携など、包括的な支援体制が求められる。
	障害の種別に関わらず、障害者の生活を地域全体で支える体制を構築することは重要であると考えています。このため、グループホーム等に相談や体験、緊急時対応、専門性、地域の体制づくりなどの機能を付加する地域生活支援拠点等を各圏域に１か所以上整備することを目標として定めています。

拠点の機能や具体的な整備の方法は、各市町村・圏域において、地域の実情に応じで検討されることになっています。県では市町村等への働きかけと必要な支援を行っていきたいと考えています。



Ⅲ　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策
１　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み

２　指定障害福祉サービス等の見込量の確保のための方策
（１）地域移行の推進と地域生活の支援

	内容（要旨）
	県の考え方

	⑤ 障害者総合支援法の見直しによって、平成３０年４月から創設される、「共生型サービス」について盛り込まれていません。
富山県民福祉基本計画（平成３０年３月策定中）では、共生型サービスとして、富山型ディサービスの方策等を明記しており、整合性がとれていないこと。

「就労定着支援」や「自立生活援助」などと同様に、「共生型サービス」について、指定事業者数などのサービス見込量や、確保のための方策を盛り込んでいただきたい。
	いわゆる共生型サービスとは、「就労定着支援」「自立生活援助」などの障害福祉サービスの一種別ではなく、介護保険又は障害福祉のいずれかの指定を受けている事業所が、もう一方の制度における指定も受けやすくするための事業者指定の特例を指しています。

そのため、「共生型サービス」というサービスはなく、サービス見込量や確保のための方策については、既存のサービス量に含まれています。

　なお、共生型サービスの概念図と共生型サービスの普及について、追記しています。

	⑥ 入院時のヘルパー派遣事業が国の政策になるが、区分6の障害者しか対象になっていないが、医師や看護師に正確な自分の症状を訴えたり自分の状況を説明したりできない状態の障害者は区分6だけではない。また日頃の障害者の状況をよく把握しているのも、日常の付き合いや介護をやっているヘルパーだからこそ掴める情報や、日頃のやり方を知ってこそ治療が前に進むことがあることから区分6に限定するのは問題があると考える。
	重度訪問介護サービスの訪問先について、平成30年４月より、新たに障害支援区分６の者が入院する医療機関に対してヘルパーを派遣することが認められることとなりましたが、国が全国一律で行うよう定めた規定になります。
今後とも障害者等に対する支援のあり方については、国の動向を注視しつつ、適切に対応してまいります。

	⑦ 地域移行を促進するにあたって、障害者手当や障害年金、市独自の福祉金以外で重度障害者の所得を得る手立てはほとんどありません。結果、重度障害者が地域で自立生活を営むために色々問題がありますが、とりあえず住むところ、住宅の問題が大きく前に立ちはだかります。月々の家賃に当てる重度障害者への住宅手当の現実化を是非ともお願いしたい
	障害のある方も含めた居住に課題を抱える人への支援については、平成29年10月25日に施行された「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部を改正する法律」において、低所得者の入居負担軽減のための支援措置などが盛り込まれたところであり、今後制度の活用についての推進が図られることとなっています。

	⑧ 地域移行を促進するにあたって地域の中でグループホームという形ではなく、単独や家族世帯で住むことができて、必要な時に外出や家事ができ、ちょっとした手伝いや介護など必要とした時に直ぐに要請に応じて駆けつけてきてくれる。障害者だけのケアではなくその周辺の高齢者単独や夫婦世帯、母子家庭や父子家庭などちょっとした手助けやケアが必要な人達を対象に、介護やケアを専門に担う人を常駐させるといった形を作ればどうか。
	障害者の生活を地域全体で支える体制については、地域支援拠点等の整備として各圏域に１か所以上整備することを目標として定めているところです。

拠点に持たせる機能等整備のあり方については、各市町村・圏域において、地域の実情に応じで検討されるものですが、県では市町村等への働きかけと必要な支援を行っていきたいと考えています。

	⑨ 「グループホームの整備」について。
支援施設の定員枠が増えないことに加え、重度の自閉症者に対応できるグループホームがめひの野園以外に無い状況がある。
新類型の日中サービス支援型は主に高齢者を想定しているようなので、そうではない重度者に対応できるGHの必要性を明確にして頂きたい。（自閉症の方は個別対応のできる小さい集団の方が安定し易い）
	日中サービス支援型指定共同生活援助の事業は、重度の障害者等に対して、常時の支援体制を確保することにより、利用者が地域において、家庭的な環境及び地域住民との交流の下で自立した生活を営むことができるよう、利用者の身体及び精神の状況等に応じて、共同生活住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護等を行うものです。

計画に「多様な障害者の重度化・高齢化に対応するため、常時の支援体制を確保した「日中サービス支援型共同生活援助」の整備を促進します。」ことを追加します。

	⑩ 現在の精神科救急情報センターは、電話相談、病床案内、警察官通報が主で、結果入院にかたよった対応になっていないか。極力強制入院せずに、地域生活を継続できるよう、専門家が自宅や現場にかけつけ危機介入できる体制をとってほしい。
	専門家による24時間対応の精神科訪問救急医療体制の構築については検討しておりませんが、引き続き、精神障害者が地域で安心して生活ができるよう、精神科医療に関する緊急の相談に24時間、365日対応する精神科救急医療体制の維持・充実に努めてまいります。


	⑪ 長期入院者の退院促進のために、精神障がい者ピアサポーターや地域生活支援者の力によって、安心して地域移行が可能となる仕組を早急につくってほしい。退院後は自立訓練設備、GH等とアウトリーチによる医療福祉の充実によって地域定着をすすめてほしい。
	多職種（医師、看護師、保健師、相談支援専門員、ピア・フレンズなど）チームによる訪問支援により必要な精神医療・福祉サービスにつなげ、精神障害者本人や家族が安心して地域生活が継続できるような支援体制を整備するよう努めます。

また、まちなかの空き店舗や空き家等の既存の社会資源を積極的に活用し、日中活動の場（生活介護事業、就労継続支援事業、地域活動支援センター等）と、住まいの場（グループホーム）の整備を促進します。

	⑫ 他職種でデイケアや訪問看護、アウトリー チなどの実践をしている精神科医療機関から学び、効果的な地域医療にシフトする方策を検討してほしい。
	

	⑬ 精神科救急医療体制（p38）

訪問支援のための組織体制の整備をしてほしい。当事者や家族など関係者と膝を突き合わせての問題解決が必要である。


	訪問による24時間対応の精神科救急医療体制の構築については検討しておりませんが、引き続き、精神障害者が地域で安心して生活ができるよう、精神科医療に関する緊急の相談に24時間、365日対応する精神科救急医療体制の維持・充実に努めてまいります。


Ⅲ　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策

２　指定障害福祉サービス等の見込量の確保のための方策
（３）就労支援の強化
	内容（要旨）
	県の考え方

	⑭ 基本的に本人が望む職場での一般就労の支援が必要です。そのため、本人の状態に応じた職場環境（勤務体制・勤務時間・勤務曜日の設定など）が必要です。こまめにフォローし、問題が大きくならないうちに解決するような支援を望みます。
現行の支援者について人数の明示と、将来計画の数値目標について明示をお願い致します。
	障害者の就労を促進するには、障害者の意欲や能力に応じた仕事を提供するなど、障害者の希望や能力、適性を十分に活かし、障害の特性等に応じて活躍できるよう取組むことが重要です。

また、平成30年度からは、法定雇用率の算定基礎に精神障害者が加えられることとなり法定雇用率が引き上げられることから、精神障害者の雇用について企業の理解を一層促進し、雇用の裾野を広げるとともに、関係機関との連携による職場環境の整備やジョブコーチ支援の促進、障害者就業・生活支援センターによるきめ細やかな支援等により職場定着の促進に努めてまいります。
現行の支援者の人数及び将来計画の数値目標については、県として正確な推計を行うこと難しいため、本計画への記載は困難です。


Ⅲ　各年度における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策

２　指定障害福祉サービス等の見込量の確保のための方策
（５）市町村に対する支援体制の強化
	内容（要旨）
	県の考え方

	⑮ 各種研修会、説明会は、年間スケジュールを作成し、市町村及び指定サービス事業者へすみやかに情報提供すると伴に、富山県HPにアップデートし、地域ボランティアと情報共有することに努めてほしい。
また、研修会修了者は、市町村へフィードバックし人材の養成および従事者の資質向上の基礎データとして生かし、将来の地域包括サービスへ展開してもらいたい。
	研修や説明会のスケジュールについては、市町村担当課長会議や事業者説明会においてお示ししており、内容等についても決まり次第ホームページでご案内しておりますが、引き続き、迅速な情報提供に努めてまいります。

研修修了者名の市町村への提供についてですが、一部研修につきましては、申し込み時に了解をいただいた受講者の修了者名簿を市町村に情報提供しています。人材育成や質の向上に係る市町村との情報共有のあり方については、今後検討していきたいと思います。


Ⅴ　指定障害福祉サービス等に従事する者の確保及び資質の向上等のために講ずる措置
１　サービス提供にかかる人材の研修
	内容（要旨）
	県の考え方

	⑯ 難病患者等が在宅で暮らしやすいように、痰吸引できる訪問介護事業所を増やしてください。痰吸引できる訪問介護事業所が少ないために家族の身体的・精神的の介護負担がとても大きく疲弊しています（例えば、高岡市では吸引のできる訪問介護事業所は１カ所しか把握できておりません）。
	介護職員等が喀痰吸引等を実施するためには、喀痰吸引等研修を修了した介護職員等が都道府県知事から認定を受けるとともに、その職員が従事する事業所が都道府県知事から登録を受ける必要があります。

　介護職員等による喀痰吸引等を行うかどうかは、喀痰吸引等が必要な利用者数など様々な事情を踏まえ、各事業所で判断されるものでありますが、県では、希望する事業所が喀痰吸引等を実施できるよう、喀痰吸引等研修について、平成28年度から県が登録した登録研修機関で実施することとし、介護職員等の研修受講機会の確保を図っております。

　県としては、今後も介護職員等の喀痰吸引等研修の受講機会の確保に努めてまいります。

	⑰ 仕事を休んで研修受講をするのは、受講者と訪問介護事業所の双方に負担が及んでいます。負担軽減を図るためにも、痰吸引の受講料を無料として、研修を受講しやすい環境をぜひ整備してください。
	喀痰吸引等研修は、現在、県が登録した登録研修機関が有料で実施しています。

現在、県では、喀痰吸引等研修の受講料に対する助成は実施していませんが、厚生労働省の「人材開発支援助成金」において、職業訓練等を実施する事業主に対し、経費を助成する制度があり、こうした制度の活用等について周知してまいりたいと考えております。

	⑱ ホームヘルパーの痰研修を評価し、働く意欲を高める上でも対価が必要です。県独自の報酬を設けて、受講を促す仕組み作りを早急に行ってください。


	喀痰吸引等実施している事業においては、介護職員等が喀痰吸引等を実施した場合、「喀痰吸引等支援加算」が報酬として請求できますので、このことについても引き続き居宅介護事業所及び介護福祉士等へ周知に努めてまいります。


Ⅵ　富山県の地域生活支援事業の実施に関する事項
３　広域的な支援事業
（２）精神障害者地域生活支援広域調整等事業
４　各種人材の養成

	内容（要旨）
	県の考え方

	⑲ 「医療、福祉、行政機関の連携により、精神障害者の自立した日常生活、及び社会生活のための支援」の具体的な内容と定量的な支援人員を明示してほしい。
	自立支援協議会精神部会、精神障害者地域移行・地域定着推進協議会の開催により、精神障害者の地域移行支援に係る体制整備のための調整を行っております。支援の内容としては、多職種（医師、看護師、保健師、相談支援専門員、ピア・フレンズなど）チームによる訪問支援などを想定しております。個別の支援に携わる人員については、各機関の体制により異なるため、具体的な数値を計画に記載するのは困難ですが、引き続き、医療、福祉、行政機関の連携に努めてまいります。

	⑳ 「精神障害者の地域生活移行・定着を支援する人材を育成します。」とあるが、具体的な内容と数値目標値を明示してほしい。「各種人材の養成」で、精神関連の人材育成計画について、明示してほしい。
	該当部分の記載は、県において「精神障害者地域生活支援広域調整事業」として実施している事業内容に合わせ、

「ピアフレンズを含めた精神障害者の地域生活移行・定着を支援する人材を育成します。」

から、

「ピア･フレンズを各種相談会などに派遣し、当事者の立場から地域移行・地域定着を支援します。」

と修正しました。

　また、人材育成については、「精神障害者関係従事者養成研修事業」として、病院や診療所の医師を対象としたうつ病や自殺予防についての研修や、ピア・フレンズの養成を行う研修などを行っております。「精神障害者関係従事者養成研修事業」による養成見込人数について、57ページの表に追記します。



Ⅶ　その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための必要な事項
５　障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業所における利用者の安全各除にむけた取り組みや事業所における研修等の充実
	内容（要旨）
	県の考え方

	㉑「地域の安全提供の拠点」について。

この場合の地域とは、高齢者等の一般の地域住民を指すのか？行動障害のある利用者が在籍している事業所ではそのような役割は難しいかと思われるが、その点も含めて地域に開かれた施設とみなすのかどうか？


	福祉避難所は、障害者も含め、高齢者や乳幼児等避難所生活において何らかの特別な配慮を必要とする方を受け入れる避難所のことであり、サービス事業所を福祉避難所とする際には、事業所の利用者の実態や周辺地域の住民の実情等を踏まえて考慮されるものと考えています。




その他の意見
	内容（要旨）
	県の考え方

	㉒　医療保護入院に当っては、本人の権利擁護の観点及び本人の意思決定を無視しない自由かつ完全な合意を築く対策が重要である。。家族や医療従事者から独立した権利擁護者の関与が不可欠。
	精神障害者の人権の擁護と適正な医療の確保の観点から、精神障害者の医療に関する学識経験者、精神障害者の保健又は福祉に関する学識経験者、法律に関する学識経験者により構成される「富山県精神医療審査会」を設置しており、入院の要否及び処遇の適否に関する審査を行っております。

	㉓　障害者総合支援法に基づき、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療について、医療費の助成を行ってほしい。自立支援医療の精神科にとどまらず、他科診療についても、身体、知的と同等の助成を、まず富山県が実施し、各市町村への指導を強化すべき。他障害との齟齬のないよう格差を是正しなければならない。
	精神保健福祉法においては、地域生活中心の精神医療の実現を目指すとされており、県では、精神科救急医療システムを適切に運用するとともに、精神障害者保健福祉手帳制度の普及に努め、県立の美術館や博物館、体育施設等の観覧料等の減免や、交通事業者の協力による交通料金の割引など、精神障害者の地域生活支援に取り組んでいるところです。
自立支援医療（精神通院）制度に加えて、さらに、県単独の医療費の助成制度の対象とすることは考えておりませんが、県としては、今後とも、市町村や医療関係者、関係団体などのご意見も伺いながら、精神障害者の地域生活を支援するための施策の充実について努力してまいりたいと考えております。
なお、65歳以上の重中度精神障害者のうち、市町村長が認定した方については、身体・知的の障害者と同様に、65歳以上の県単独の医療費助成制度の対象としております。

	㉔　富山県の精神障害者に対する訪問支援について、下記のことを明確にして、政策の立案推進をしてほしい。

①訪問支援を必要とする精神障害者の人数

②必要な支援の内容

③支援を実現するための支援員の職種と人数
	訪問時の具体的な対応については、個別事例における本人の病状や、本人をとりまく環境などによって異なるため、支援の内容等について一概に説明することは困難ですが、多職種（医師、看護師、保健師、相談支援専門員、ピア・フレンズなど）チームによる訪問支援により必要な精神医療・福祉サービスにつなげ、精神障害者本人や家族が安心して地域生活が継続できるような支援体制を整備するよう努めます。

	㉕　かつて国が入院中心医療政策をとってきたために、「精神障がい者は危険」「精神病院に入院させるべき」との無理解とあいまって、社会的偏見や差別が助長、増幅され、当事者家族の地域生活を困難にさせている。市民の多くが関わるとされる精神疾患について、小・中・高の教育において相応しい教育がほとんどされていない。
	小・中・高等学校ではそれぞれ精神保健福祉教育に関連した内容を取扱っており、学習指導要領では、保健体育(体育)関係科目で、人間の心と身体が相互に影響し合うことや不安や悩みストレスの対処方法を取扱うことが規定され、社会関係科目では、個人の尊厳や人権の尊重について取扱うことが、規定されています。

また、障害のある幼児児童生徒と、共に尊重し合いながら協働して生活していく態度を育むため、交流及び共同学習等の機会を設けるなど、障害者理解教育や心のバリアフリーの推進を目指した取組を行っています。
さらに、高等学校の福祉科の科目では精神障害の原因や症状、具体的な支援の内容を学習したり、小・中・高等学校の特別活動や課外活動等において障害者福祉施設での交流学習やボランティア活動を行っている学校もあります。

県教育委員会では、学習指導要領に規定された各科目の中で精神保健福祉に関する内容を丁寧に指導すると共に、交流及び共同学習等を通して、障害者理解教育や心のバリアフリーの推進にしっかりと取り組んでまいりたい。


資料３（別紙）
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